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1 はじめに

国籍は、「人を特定の国家と結びつける法的純情であるJと定義される(1)0 I五l内法にお

いても国際法においても、国籍によって、個人と国家との関係が明確になり、そして、国

籍に基づいて個人の権利行使が可能となる。国家は国籍によって自国民とそれ以外の個人

を区別する。園内法上であれ、国際法上であれ、個人の権利を実現させるためには、いず

れかの国家の国民であることが重要な意味を持つ(2)。それゆえ、国籍はあらゆる権利の基

礎をなすと考えられる。

国籍に関し1923年、常設国際司法裁判所は「チュニス・モロッコ国籍法令事件ω」に

おいて、国籍の問題が囲内管轄事項であると判示した。この判例から、国籍は国家の国内

管轄権限の中に含まれる事項であるとされぺそれが一世紀近くも続いている。この構図

は、その後の国際実行においても確認できる。たとえば、 1930年の「国籍法の抵触につ

いてのある種の問題に関する条約J(以下、ハーグ閏籍法抵触条約という)1条、「何人が

自国民であるかを自国の法令に基づいて定めることは各国の権能に属するJという規定が

挙げられる。そして、 1997年に採択されたヨーロッパ国籍条約3条においても、「何人が

自国民であるかを自国の法令によって決定することは各国の権限に属するJという規定が

なされた問。国際司法裁判所も、ノッテボーム事件判決(第二段階)においてこれを確認

した刷。現在、国籍に関する国家の権限を直接、規制する条約や慣習国際法は存在しな

い巾。各国は自国民の要件をそれぞれの国内法において決定し、その国内法にしたがって

国民の範囲が定まる則。

一方、チュニス・モロッコ国籍法令事件の判決文の前段では、「ある事項がもっぱら国

の管轄に属するか否かは、本質的に相対的な問題である。それは国際関係の発展に依拠す

る(9)oJと述べる。すなわち、ある事項が国内管轄事項の範閥内にあるかどうかは、国際

関係の変化に依存する。とするならば、この判決から既に90年近くが経ち、グローパル

化がその当時と比べ、格段に進んだ現代国際社会において、国籍に関して1920年代とまっ

たく同一であると言えるのか、国籍の意味合いはその当時から変化したのではないかとい

う疑問が生じる。

この疑問に対し、 Spiro教授(10)は、「国際国籍法(InternationalLaw of Citizenship) J 
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が新たに国際法の一分野として成立していると主張する (11)。同教授は国籍に対する権利

を国際法が規定すること、そして、圏内管轄事項の対象から国籍は除外されつつあるとい

う変化に基づき、この主張をおこなう。しかしながら、一方で国籍は依然として、囲内管

轄事項であるとする解説もある。国籍と国際法規範についての理解を深めるために、国籍

に国際人権条約がいかなる影響を与えているかを明らかにする必要があろう。

国籍と一般化されがちであるものの、国籍は多岐にわたる分野に関連する。すなわち、

国籍の付与、帰化、剥奪など、それぞれについて国際人権条約の影響が異なった形で現れ

る可能性もある。本論は、国際人権条約がいかに、国内法の国籍関連事項に影響を与えて

いるのかを明らかにすることを目的とする。

2 国籍に関連する分野

国籍は多岐の分野にわたる様相を示す。おおまかに、個人が国籍と関係する分野と国家

間で国籍が取り上げられる分野に分類できる。個人の国籍に対する分野として、人の一生

から考えれば、出生に伴う国籍の付与・取得、国籍の変更、この中には個人の身分行為に

基づく場合の変更、または、個人の自発的意思に基づく場合の帰化がある。また、個人の

自発的な意思による国籍の放棄、または、国家による国籍の剥奪という事態もありうるo

加えて、国家の領域が変動した場合、個人の国籍がどのように変化するのかという問題、

すなわち、国籍の承継がある。

一方、国家聞の関係において国籍が問題となる分野として、国籍の積極的な抵触である

重国籍者(複数国籍保持者)の問題、そして、消極的な抵触である無国籍者の問題があ

るo特に無国籍者については、 20世紀当初より各国はその存在を問題視してきた。

国籍がもたらす効果が関連する分野として、国家の属人的管轄権、および、個人の自国

に戻る権利、国家の側から言えば自国民受け入れ義務、そして、国家が自国民の受けた損

害を侵害国に請求する外交的保護権の問題が存在する。属人的管轄権は、行為者の本国が

管轄権を有する積極的属人主義、被害者の本国が持つ消極的属人主義に分類できる。

本論では、個人の視座から「国籍に対する権利Jとされる分野について、主として検討

をおこなうロ国籍がもたらす効果の分野、すなわち、属人的管轄権や外交的保護権につい

ては検討の対象としない。外交的保護権については、既に国際法委員会が検討をおこな

い、 2006年に外交的保護に関する条文草案を採択した(12)。この法典化の結果、外交的保

護権の行使については、国際法上の要件が決定し、国家の恋意が当然のように認められる

余地は少なくなったと言えよう。

また、属人的管轄権は、国籍が付与された結果であり、今回の検討事項の結果に生じる

問題である。複数国家の国家管轄権の行使が競合して適用されることは、近年増加してお

り、その優劣関係を確定することが必要となっているo この解決には各国が抵触法規を立
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法するだけでなく、国際法独自の調整基準が必要とされる (13)。そのため、種々の国際条

約における裁判管轄権の規定が作成され、それらに基づき国家管轄権が行使されうるよう

になった。国家領域における領域主権に基づく属地的管轄権行使は、排他的かっ包括的で

あり、属人的管轄権より属地的管轄権の優位が一応推定される。そのため、この分野につ

いても国籍の問題として取り上げる必要性はないと考える。

国籍国に戻る権利は国際慣習法上認められ、かつ、いくつかの国際人権条約においても

規定がなされている。たとえば、世界人権宣言13条および自由権規約12条4項において、

「自国に戻る権利が恋意的に奪われないjと規定される。自国に戻る権利は、「自国Jが何

を意味するかについての議論はあるものの、「国籍国」に戻る権利については異論なく認

められる。それゆえ、本論では対象外とする。

3 国籍に関する国際人権法

第二次大戦後、数多くの国際人権条約が採択され、各国の人権基準について国際法が関

与するようになった。それに伴い、国籍に対する権利についても同様に、国際人権条約に

おいて規定がなされている。

1)国籍取得

出生に伴う国籍取得については、親の国籍を基準とする「血統主義Jと親の国籍に関わ

りなく、子の出生地の国家の国籍を与える「出生地主義Jがある。 1930年代前半までは、

血統主義が国家実行上、もっとも有力な方式であったものの、属地主義との関係で出生地

主義が有力となり、現在では両者の併用例が多い(14)口出生地主義と血統主義のどちらの

基準を採択するかは各国の自由であり、囲内管轄事項であると言えるo

この二つの基準について、ヨーロッパ国籍条約6条は明文の規定をおく(15)。同条文の血

統主義は、「親の一方」の国籍を子が取得すると規定する。子の親が父であるか、母であ

るかは問題とはならない。すなわち、国籍付与における男女平等が明文で規定されてい

る。これは1979年に採択された女子差別撤廃条約9条の国籍付与における男女平等が、普

遍的に認められたことを意味すると言えよう。

国籍に対する権利は、世界人権宣言15条に規定され、その後、世界大に適用される人

権条約では、自由権規約24条3項、児童の権利条約7条、障がい者人権条約18条(16)に規

定された。世界人権宣言では、「すべての者の権利」として「国籍の権利」が規定された

ものの、その後に作成された自由権規約および児童の権利条約では、国籍の権利が「児童

の権利」として規定された。また障がい者の権利条約では、障がい者について国籍の権利

が奪われないと規定する。このような権利主体の規定ぷりから、国籍の権利は児童および

障がい者だけの権利となるのかという疑念が生じ得る。しかし、保護を必要とする児童や
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障がい者について、国家が怒意的に国籍を与えないという不作為を防ぐため、上記の規定

がなされたと考えられる。子の国籍に対する権利には、国籍変更の権利と~意的に国籍を

奪われない権利を含むとされる(1i)。

国籍の権利について、地域的人権条約においても規定が存在する。米州人権条約20条

では、「すべての者は、国籍を持つ権利を有する。すべての者は、他のいかなる国籍をも

持つ権利が無い場合には、その領域内で生まれた国の国籍を持つ権利を有する。何人もそ

の国籍を恋意的に奪われず、または国籍を変更する権利を奪われない」と規定する。

また、この規定は1984年に米州人権裁判所の勧告的意見において、以下のように確認

された。すなわち、「国籍は全ての人間に認められる権利であり、国家が国籍に関して規

定する際に配慮を必要とする(18)J r国籍の付与および確認は各国家が判断する問題である
ことは、伝統的に受け容れられている事実であるにもかかわらず、現代の動向では、国際

法がこの分野において国家が享有してきた幅広い権限に一定の制限を課すものとなってお

り、今日においては国籍に関する問題を国家が規制する方法は、専ら国家の管轄権のみに

属すると言うことはできない制。」米州人権条約の適用地域においては、国籍を得る権利

が個人に認められることを意味し、その国家の権限には国際法による規制がなされるとい

う認識が認められる。

加えて、ヨーロッパ国籍条約4条a項では、「全ての者は、国籍に対する権利を有する」

と規定し、アフリカ述合が採択した児童の権利及び福祉に関するアフリカ憲章 (1999年)

の中においても、国籍を取得する権利の規定があるo

すなわち、すべての人が国籍を取得する権利は、普遍的国際人権条約に明確に規定され

ていないものの、米州、ヨーロッパ、アフリカの地域的人権条約に見いだすことができ

る。それゆえ、問機利は、地域的国際人権法として確立したのみであり、その普遍性は疑

わしいという意見もありえよう。しかしながら、地域的人権条約のあるすべての地域にお

いて国籍に対する権利が規定されたという事実、そして、社会的に保護を必要とする児童

や障がい者には普遍的に国籍織が-規定されたという事実は、この権利がもはや一部の範鴫

の人々に限って認められる権利であるとは言えないと結論づけられる。なぜなら、児童が

成人に達したときに国籍を得る権利が消失するということは論理的にあり得ない。また、

障がい者だからこそ、国籍を得る椀手Ijが認められ、他の者には同様の権利が認められない

とも考えられまい。地域によって国籍取得権の有無が存在するとも考えられない。それゆ

え、国籍を取得する権利、そして、それを保持する権利は、国際人権条約に規定されたと

考えられる。

2)国籍変更

国籍変更は主として自発的な意思に基づく国籍の取得である「帰化J(狭義の帰化)の

制度に依拠する。本人がおこなう帰化の申請によって国籍変更者の「自発的な意思」が確
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認できるo その帰化を認めるかどうかの条件については、各国の囲内法に基づき判断され

る。国内法の条件に従って帰イヒの許否が国家により判断される。帰化申請の許可につい

て、帰化の巾請を受けた国は巾論者の元の国籍岡の同意を得る必要はない。すなわち、帰

化を認めるかどうかは、長~化を申請された国家の自由意思に依拠すると言えよう。

しかしながら、ある一定の集団、すなわち、無国籍者、いずれの図の国籍も有さない者

については、各国の自由意思を限定する国際法規範が存在する。その一例として、 1961

年採択の無国籍の減少に閲する条約l条1項 (b)閣が挙げられる。この条項では、無国

籍者からの申請について、被1I1諸国の配慮が求められる。無国籍の取扱いについて、国際

人権条約の影響については後述する。

帰化の条件について、ヨーロッパ国籍条約6条3項および4項において、国内法に依拠

するとしつつ、次の条件を規定する。すなわち、合法的に居住する個人は、居住要件を

10年以上に規定しではならないこと、自国民の配偶者、自国民の子、帰化した国民の子、

自国民の養子となった子、領域内でlU ~l=. し、合法的に居住する者、無国籍者、認定難民に

ついては、国籍の取得が容易になるよう国内法を規定することが義務づけられている。

この条約の成立以前、帰化の許可の条件の設定は、図内管轄事項であり、国家の完全な

自由窓思に完全に依拠すると考えられていた。しかしながら、この規定は、帰化の条件は

各国の完全な恋意が認められなくなり、 IJtI際法上の規制をl司条約の当事国に課していると

言えよう。

国籍変更には個人の身分行為に基づく分野(広義の帰化)があるo すなわち、国際結

婚、国際的な養子縁組、認知、離婚などにともなう国籍変更であるo 20世紀初頭には国

際結婚によって、安は夫の国籍に変更するという夫婦国籍同一主義の立場が取られ、妻は

婚姻によって夫の国籍に従うものとされた。 1930年採択の国籍法抵触条約8条および9条

において、安のみが妻の本国法に基つeき、夫への従属的な国籍変更を求める場合、夫の図

の国籍を取得することを条件として、事:の国籍変更することを規定する。また、妻の本国

法に基づき、夫の国籍変更に伴い、支:は夫の取得した国籍に変更することとなっていた。

これは、国籍唯一の原則から、子の図絡が複数回とならないために夫婦の図籍を同一にす

る必要性があったと考えられる。

しかし、現在では夫婦困籍独立主義が採られることが多い。すなわち、結婚や離婚、ま

たは、夫の国籍変更という事実のみによって、自動的に妻の国籍は影響を受けないとする

考え方であるo これは男女平等原則からの帰結であり、妻の国籍を夫の国籍に自動的に従

属することは否定される。すでに、この原則は、既婚女性の国籍に関する条約1条および

女子差別撤廃条約9条に規定されている叫)。また、ヨーロッパ国籍条約4条d項において

も、「一方配偶者による国籍変更は他方配偶者の国籍について当然に効力を及ぼさない」

と焼定された。同条約の規定は男女平等が貫徹しており、夫が妻の国籍変更によって、従

属的な国籍変更を強いられないことまでも規定する。これは、男女平等原則が国際人権条
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約において規定された結果、それぞれの個人の国籍決定をその個人の意思に依拠するよう

になり、夫婦同一国籍原則は消滅する方向性にあると考えられる。

また、認知に伴う児童の国籍取得については、ヨーロッパ国籍条約において圏内法に従

い、両親の国籍を取得できることと規定されている倒。特に人権条約による影響は見ら

れない。その一方、わが国の非嫡出子の場合、従来の国籍法上、父の認知のみならず、父

母の婚姻関係の成立という要件をにより、出生した子どもに日本国籍が与えられていた

(準正による国籍取得、国籍法3条l項)。しかしながら、最高裁は、嫡出子たる身分の取

得を国籍取得の要件とすることに合理的な理由がないとし、当該国籍法規定を憲法14条1

項違反であると判示した側。その結果、 20歳未満の子が日本国民の父により認知された

場合、法務大臣に届出をすることにより、届出の時点で日本国籍を取得すると、平成20

年に国籍法の改正がおこなわれた。この流れは、世界人権宣言25条2項における婚内子と

婚外子の社会的保護における差別の禁止、自由権規約24条1項削および児童の権利条約

2条に見られる出生による差別の禁止に沿ったものとなっているo 国籍を得る権利におけ

る差別の禁止が、国際人権条約の間接適用によって成し遂げられたと考えられる事例で

あった。

3)国籍痩失・国籍剥奪

国籍の変更や選択は、個人の自発的意思に基づいて、元の国籍から他の国の国籍に変更

することを意味する。しかし、国籍喪失の場合は、自己の意思に基づく国籍の離脱のほ

か、国家が主導して個人の国籍を奪う刑罰としての剥奪の場合があり、後者の場合そこに

は個人の意思はない。自らの国家の構成員を誰にするのかを国家自らが決定できることか

ら、国籍の剥奪も各国の国内管轄事項であると主張される倒。

しかし、その一方で、世界人権宣言15条2項では、「何人もその国籍を恋意的に奪われ

ない」と規定する。この規定は現在、慣習国際法規範となったという意見もある倒。す

なわち、国籍を恋意的に剥奪されない個人の権利と国民を自由に決定できるとする国家の

権利が併存している状況にある。果たして、国家の国民決定権限は、無制限に認められ得

るのであろうか。

国籍剥奪について、ヨーロッパ国籍条約5条では差別の禁止が規定され、一定の民族、

人種、宗教を根拠に国籍を剥奪することは認められないとする。加えて、同条約7条では

国籍剥奪を圏内法に規定することが禁止されており、その例外条件が列挙されている。そ

の例外とは、任意の外国籍取得、詐欺行為による国籍の取得、外国軍隊における任意の従

事、締約国との真正な連関の欠知、および国家の重大な利益を著しく侵害する行為の実行

である。同条約のコメンタリーによれば、重大な国家利益侵害はかなり限定的であると考

えられている問。通常の刑法犯罪は、たとえいかにそれが重大なものであったとしても

含まれないとしていることが、それを示す。同条約の起草時には、国家反逆罪が念頭に
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あったとされる制。加えて、|司条3項では当該人が国家の国籍剥奪によって無国籍になる

場合、国籍喪失を規定できないとする。

わが国の国籍法においては、国籍の喪失の規定がない。加えて、ヨーロッパ国籍条約の

国籍剥奪の条項がかなり厳しく制限された規定となっていることから、現在のところ、国

家主導の国籍喪失は恋意的におこなうことは認められないと考えられよう。これは国籍を

持つ権利が認められる国際社会の現状をあらわしていると考えられる。

4)国家承継時の国籍問題

国籍の後天的得喪の中で、国際法上の原因で生じるのが領域変更に伴う国籍変更であ

る。国際法上、合法的な方法で国家領域の変更、すなわち、国家の併合、分裂、または割

譲があった場合、その領域には住民が存在することが多い。彼ら住民の国籍がいずれの国

のものとなるかという国籍の国家承継の問題である。

従来より、国籍の国家承継では二つの学説が存在した。一つは承継国にいる個人につい

て国籍が自動的変更されることにはならず、承継国に決定権限があるという説であり側、

もう一つは、ブラウンリーが主張する承継国の住民は自動的に承継国の国籍となるという

国籍自動変更原則側である。ブラウンリーは、領域主権の変更が生じれば、国籍変更が

それに従うとし、これが慣習国際法であると国際法委員会において主張した(31)。すなわ

ち、承継国の領域に居住する者は、自動的に承継国の国籍が推定されるという考え方であ

る。

しかし、ブラウンリーの説は必ずしも国家実行と合致しない。国家領域の変動があった

場合、容j譲地域の住民に条約に基づいて国籍の選択権を与える場合もある (32)。承継国は、

新たな領域に永住する人々のとeの範囲に国籍を与えるかを園内法で規定することができる

という考え方に従って処理された事例もある。わが国における囲内判例においても、国籍

を個人が選択する「国籍選択制度Jが慣習法上、確立しているとは考えていない制。す

なわち、国籍の承継について確立した国家実行が存在するとは言いがたい状況にあるo

国際法委員会は、パクラフ・ミクルカを特別報告者に任命し、 1999年、「国家承継にお

ける自然人の国籍の扱いに閲する条文草案Jを採択した制。この条文草案では、 5条にお

いて承継の日に、承継国にいる人は承継国の国籍を取得したという推定をおこなうと規定

すると同時に、国籍に関する園内法の立法義務を課している。

2006年欧州評議会も「国家承継に関連する無国籍者の防止に関する条約」を採択し

た(加。この条約には、すべての者に国籍に対する権利があることを認めた。かっ、各締

約国に無国籍者を防止することを求め、差別禁止原則、国籍の恋意的剥奪の禁止を重視し

た条文を規定した制。

国際法委員会が作成した国籍承継条文草案では、差別事由を列挙していなし」これは列

挙により各国が条文草案に反対する可能性が高くなることを危倶した結果である。単に無
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差別原則という文言のみを規定した(3i)。国籍の承継に関する条約では、無差別原則又は、

人種、性別、言語、宗教または性的、政治的志向に基づいて国籍付与の許与を決定しては

ならないと規定した。このことから国際人権条約で規定されてきた無差別原則があらわれ

ていると結論できょう。

5)無国籍

国籍の消極的衝突である無国籍とは、個人がいずれの国の国籍も有さない状態を意味す

る制。これは各国が国籍付与について自らの権限で基準を設定する結果生じうる。

UNHCRの統計によれば、公的な統計の取れる60カ国において660万人の無国籍者が存在

するとされる(39)。国家を基本的な構成単位としている国際社会にとり、無国籍者の存在

は避けたい事態である。なぜならば、無国籍者の行動について、いずれの国家もその貰-任

を負うことはなく、国家の管理から離れた無国籍者の存在は国際法体系に対する挑戦であ

り、望ましくないと考えられるからである。無国籍者の常居地図は、無国籍者の居住が自

国にとり、たとえ好ましくないとしても、退去強制先がない、すなわち、受け入れ国が存

在しないという状況ともなりうる(40)。

また、無国籍者も不安定な状況にあると言えよう。無国籍者は、常居地とする国家に

よって不当な扱いを受けたとしても、国籍国による外交的保護を受けることができない。

加えて、いずれの国家からも国民としての保護を受けることはできない(41)。そして、旅

券などの身分を証明する文書を国籍国を持たないがために発布されず、その結果、移動の

自由が制限されうる。相互主義に基づき、外国人に与えられる社会保障や財産権について

も与えられないこととなる。

無国籍には次の二種類、すなわち、出生時にどの国の国籍も付与されない生来の無国

籍、および、いったん取得していた国籍を喪失した結果生じる出生後の無国籍がある倒。

どちらの無国籍も、どの国の国民と認められない者をさす。これらの無国籍者について

は、以下の条約を通じて、国際社会の各国が無国籍の発生を防止すべきであるという原則

が確立している。

まず、国際連盟の時代、 1930年第一回国際法典編纂会議において、ハーグ国籍法抵触

条約、無国籍者のある場合に関する議定書および無国籍に関する特別議定書が採択され

た。しかし、これらは当事国数の少ない条約であり、成功裏に終わったと評価されなかっ

.1-， (013) 
1.... 。

第二次大戦後にも無国籍者削減のための条約作成は続けられた。 1951年に採択された

難民条約において、 1条2項に規定された条約上の難民の定義の中には「常居所を有して

いた国の外にいる無国籍者であって、当該常居所を有していた国に帰ることができないも

の」を含め、無国籍者も保護対象とした。また、 1954年、無国籍者の地位に関する条約(仰

が採択され、無国籍者の概念を規定し、合法的に当事国領域内にいる無国籍者に他の外国
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人と同様の扱いを受ける権利を認めるよう義務づけた。これらの条約は、事実上の無国籍

者、すなわち、国籍を有してはいるが、実際には国籍図の保護を受けられない者を対象に

しなかったものの、条約に付随する非拘束的勧告の中に事実上の無国籍者に対し、条約規

定の無国籍者と同様の配慮を当事悶に求めた(.15)。

1961年には無国籍者削減条約が採択された。本条約はこれまでの無国籍者の処遇につ

いて規定するのではなく、無国籍者の削減に重点を世く。そのため、当事国は領域内で出

生した者で、国籍を付与しなければ無国籍となる者に国籍を与える義務を負う(同条約第

1条)。加えて、 9条において人極的、種族的、宗教的または政治的理由に基づく国籍剥奪

を禁止する。当該条約の審査する機関はUNHCRとされ、総会によって権限が付与され

た(46)。しかし、当事回数が極めて少なく、条約の普遍性が確保されているとは言えない

状況にある (4i)。

地域的条約にあっても、無国籍者の発生を避ける基本原則がヨーロッパ国籍条約4条b

項に規定された。「無国籍防止原則」、すなわち、無国籍者を出現させないという原則は、

国際法上の要請であるとされる(48)。また、|司6条においては、無国籍になりうる棄児に国

籍を付与する義務も規定する。

個人の国籍を得る権利の対をなす国家の国籍を付与する義務は、各種条約上、確認する

ことはできない。国籍を与える、つまり、国民の範囲を決定する自由を国家が有すること

から、国家がそれぞれの国内法によって国籍付与条件を規定する。実際には、まったくそ

の国家に関係のない人に国家が勝手にその国籍を付与することは、論理的に不可能であろ

う。国家の自由裁量も無制限とはなり得ない。しかしながら、無国籍者の発生を削減する

条約を国際社会が採択することによって、徐々に生来および後天的無国籍者、すなわち、

法律上の無国籍者は減少する可能性が高いと考えられる。

その一方で事実上の無国籍者、すなわち、国内法上、いずれかの国籍を有しているもの

のその国籍に実効性がないか、自らの国籍を立証することができない者の問題は引き続き

存在しうる州。これらの範鴎の人々については、国家管轄権の下にあるすべての人に、

一定の権利を認める国際人権条約の実効性を高めることによって、保護の対象となり、一

定の人権保障が可能となる。自由権規約2条l項において、締約国は、その領域内にあり、

かつ、その管轄下にある全ての個人に対して.規約上の権利を尊重し及び確保することを

約束する。この条文上、同規約の当事国は、国民であるか外国人であるか、国籍の有無を

問わず、一定の権利保障をおこなう義務を負うことになる。各国の囲内法を調整すること

によって、無国籍者を削減するというアプローチのみならず、国際人権条約の履行を確保

することによって、管轄権内の人権保障が確保され、無国籍者の保護をおこなうことも可

能となるo 後者の方法が確実になれば、無国籍になるという自由すら確立する可能性もあ

ろう。しかし、現代国際社会において、人権条約の履行が確実になっていない現状では、

事実上の無国籍者も法律上の無国籍者も多大な困難に直面している。国際社会は、無国籍
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者を削減するという方策によって、対象となる人を減らしている状況にある。無国籍者防

止原則は、各種条約に規定されるにつれ、国際慣習法規範となったと考えられる。

6)霊園籍・複数国籍

国籍の積極的抵触である重国籍・複数国籍については、関連国際法原則の変化が見られ

るo 重国籍が発生する原因は、主として、出生による場合と何らかの身分行為に基づく場

合がある。 20世紀半ばまで、重国籍は国家の権利や義務の衝突をもたらす原因となるこ

とから、国家の紛争原因となり、望ましくないと国際社会はみなしていた制。重国籍者

についてどちらの国籍国が外交的保護権を行使するのか、または、重国籍者の兵役義務を

どちらの国籍国でおこなうのかという問題が生じることから、複数国籍の保持は排除され

るべきであり、「国籍唯一の原則Jが国際法上、取るべきであると考えられていた則。

この国籍唯一の原則は、 1930年採択のハーグ国籍法抵触条約の前文においても述べら

れている。すなわち、「国際共同体の全ての構成国に人はーの国籍を有すべきであり、か

っ、ーの国籍のみ有すべきであることを認めさせることが、国際共同体の一般的な利益で

あることを確信」するとある問。

第二次大戦後も同原則は.引き続き、国際社会においてその価値を認められた。 1963

年、ヨーロッパ評議会は、重国籍の場合の減少および兵役義務に関する条約を採択し、こ

の中で実効的国籍図における兵役を優先させるという方法を示した。これは重国籍者の存

在が国家聞の紛争へとつながらないための方策であり、その存在を減少させることを条約

目的に掲げている。

しかし、現在、国籍唯一の原則、その結果の重国籍者・複数国籍保持者の削減に法的価

値を見出すという方向性は見受けられない(問。たとえば、ヨーロッパ国籍条約14条は、

出生による重国籍、婚姻による重国籍を許容することを定め、これ以外の事例についても

締約国が重国籍を認めることを許容する。また、兵役義務について21条において、複数

国籍を有する者は、そのうちの一つの国家について兵役義務を履行することで足りるとし

た。これにより、複数国籍の保持を許容し、複数国籍保持者の存在が国際問題に発展しな

いように規定する。

外交的保護について、国際法委員会は2∞6年外交的保護条文草案を採択した制。この
中で、複数国籍保持者である被害者の国籍国が第三国に対し請求を提起する場合、諦求提

起因と被害者の個人の聞に実効的国籍であることは求められていない (6条)。請求提起

因に形式的に国籍が存在すれば外交的保護権の行使が可能となる。また、重国籍者の複数

国籍国が共同して、外交的保護を行使することが可能となっている。重国籍者の国籍国の

聞での外交的保護の提起は、優越的な紐帯を持つ国籍困のみ、すなわち、実効的国籍国が

行使できると規定する (7条)。外交的保護においても、複数国籍者の存在を認め、その

行使について形式的国籍国が実行できるとする傾向がある。
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わが国の国籍法は、国籍唯一の原則を根底に持つ。これは国籍法の国籍選択制度に現れ

ている。わが国が女子差別撤廃条約に加入する際、 1984年(昭和59年)に国籍法の改正

をおこない、従前の父系血統主義から父母両系主義に改めた。これは同条約の当事国が子

どもの国籍について、女性に男性と平等の権利を与える旨の規定があるためである。この

改正に伴い、重国籍者が発生することが予測され、国籍の選択制度を新設した。すなわ

ち、未成年の時に重国籍になった者は、成年に達した後2年以内に、成年になってから重

国籍となった者は、その時から2年以内に、いずれかの国籍を選択すると国籍法14条は規

定するo 同法15条では複数国籍保持者の日本国民で、閏籍の選択をしない者に対し、法

務大臣が書面での選択の催告をおこなうと規定する。これらは、国籍唯一の原則に基づく

複数国籍の排除のための規定である。しかしながら、この15条1項に基づく法務大臣によ

る催告は、おこなった例が現在までの聞ないと法務省は述べている明。

我が国の国籍法制度は、父母岡系血統主義を採用し、国籍唯一の原則を維持するために

国籍選択制度を導入したものの、実際にはその選択を促すような催告をおこなっていない

という状況にある。すなわち、我が困における国籍唯一の原則は、既に実効的ではなく、

重国籍・複数国籍保持を事実上、容認しているといえよう。国籍法と現実が議離している

4犬況下にある。

グローパル化した社会では移民は増加し、人々の移動可能性も増加している。その結

果、国際結婚や定住外国人も増加しよう。重国籍・複数国籍保持が生じる可能性は増えこ

そすれ、減ることはありえない。また、両性の平等を規定する国際人権条約が増えたこと

から、血統主義でも父母両系が採用され、その結果、重国籍・複数国籍保持者が増加する

ことは容易に想像できょう。以上の状況を踏まえ、ヨーロッパ国籍条約は複数国籍の保持

を個人の権利として認め、各締約国内において彼らを差別的に扱わないことを規定した

制。すなわち、 20世紀半ばまで認められていた国籍唯一の原則は大きく後退し、既に機

能していないと考えられるm。国際社会の趨勢は、男女平等原則の実施にともない、複

数国籍を認める方向性へと切り替わったと言えよう(問。

4 おわりに

1948年世界人権宣言を国連総会が採択して以来、数多くの人権条約が採択され続けて

きた。多くの人権条約は、国家報告制度を備えているものの、条約実施機関が提示する意

見に当事国を法的に拘束するだけの力は認められない。しかしながら、人権条約の規定に

まったく法的な意味がないと結論付けるのは早計である。本論において、国籍制度を取り

上げ、概観した結果、種々の人権保護原則が条約に規定されることによって、各国の国籍

法に影響が現出していることが理解できる。これは国籍という従前まで圏内管轄事項と看

倣されていた事項について言える。
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影響の第一に挙げられるのが、国籍付与において差別禁止原則が適用されるようになっ

た点である。我が国が女子差別禁止条約を批准したことにより国籍法を改正し、父系主義

から父母両系血統主義にした点もこのあらわれである。多くの人権条約において差別禁止

原則が規定され、ヨーロッパ国籍条約5条にも差別的適用の禁止が規定された。国家は、

この原則に反した国籍法の規定をおこなうことは、もはや困難となっている。

第二に、無国籍防止原則が国際法上確立し、各国の国籍政策に影響を与えている。長ら

く国籍唯一の原則は、複数国籍保持者と無国籍者が生じないために利用されてきた。我が

国の国籍法においても国籍唯一の原則を採用し、父母両系主義に変更後は国籍選択制度を

導入し、それを維持しようと試みた。しかし既述の通り、国籍選択制度自体は存在すれ

ど、実態は法務大臣による催告はおこなわれておらず、我が図において、国籍唯一の原則

は徹底されていない。

一方、無国籍者については、そのような状態が生じることを国際社会は防止しようと試

みているo 複数国籍保持者から生じる種々の問題については、各種条約を採択することに

より回避している。個人に複数国籍の保持を認め、一方で無国籍者の発生を防止するとい

う規範意識が国際社会に生じていると考えられる。

無国籍者防止原則は個人の側から見るならば、国籍を獲得する権利のアスペクトを有す

る。世界人権宣言15条、児童の権利として自由権規約24条3項などに規定されることに

より、無国籍者の削減が国際社会一般に受け入れられ、かつ、すでに人権として国籍を獲

得する権利が存在すると考えられる。国籍について、その権限は国家管轄事項であること

は確かであるものの、国家が有する権限は、種々の国際人権条約の原則によって制限され

つつあると考えられる。
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The Effect of International Human Rights Treaties on Nationality 

Miyako T A TEMA TSU 

Nationality is a legal bond between a person and a State. In 1923. the Permanent Court of 

International Justice (PCIJ) held that the questions of nationality were in principle within the 

domestic jurisdiction of States (Nationality Decrees Issued in Tunis and Morocco 24). It is said 

that a State has discretion to decide the members of its community. It has been almost 90 

years since this case. Since World War II. many international human right treaties have been 

adopted. so the author has the impression that the state's domestic jurisdiction would have 

been affected by these treaties. 

This paper shows that the area of Nationality was affected by the UN human rights 

treaties' provisions . First. the right to Nationality was established. and from this right, the 

States should take measures to avoid the occurrence of stateless people. In addition, the 

principle of equality of the sexes and the principle of non-discrimination affected the state's 

administration of Nationality. 

It is still uncertain that the state's discretion was limited by the human rights treaties. 

However. it can be said that the evolution of human rights treaties had certain effects on 

Nationality. 
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